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調査対象は，A 圏の wamnet に登録されており，無作
為で抽出された訪問介護事業所のサービス提供責任者，
訪問看護事業所，居宅介護支援事業所の 500 名，計 1500
名である。調査方法は，郵送による無記名自記式である。
調査期間は，2010 年 10 月 5 日～10 月 31 日である。


























護 109，訪問介護 90，介護支援専門員 142 であった。
KJ 法を用いて分析する前に，自由記述データを，1
人の回答者が同一の枠内に複数の内容を記述している場























20 代 6  1.8
30 代 68 19.9
40 代 133 39.0
50 代 125 36.4
60 代以上  9  2.6
最終学歴





大学院  1  0.3
雇用形態
正規職員 331 97.6









保健師 3  0.9
看護師 131 38.4
准看護師 21  6.2
介護支援専門員 245 71.8
社会福祉士 29  8.5
精神保健福祉士  2  0.6
介護福祉士 150 44.0
ヘルパー 1級 49 14.4





社会福祉領域 24  7.5
その他 12  3.8
現事業所経験年数
5年未満 145 42.5
5 年以上 10 年未満 101 29.6
10 年以上 15 年未満 81 23.8
15 年以上 14  4.1
在宅・地域職場経験年数
5年未満 61 18.0
5 年以上 10 年未満 132 39.1
10 年以上 15 年未満 99 29.3
15 年以上 46 13.6
三職種チーム活動経験
あり 318 94.9
なし 17  5.1
N＝341 にならない場合がある




























































































































































































































































たちは，表 1 から在宅や現事業所の経験年数が，5 年未
















































































































































1） ケアミックスの定義は訪問介護財団が 2006 年に提
示している。佐藤美恵子他『訪問護と介護』医学書
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